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1. 足下の雇用情勢

（1）完全失業率と有効求人倍率の推移（全国、宮崎）

（2）宮崎県の雇用失業情勢（令和4年6月）

（3）宮崎県の産業別新規求人の動向（令和4年6月）

（4）宮崎県の雇用情勢の現状（まとめ）



１（１）完全失業率と有効求人倍率の推移（全国、宮崎）
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Ｈ20.8－
リーマンショッ

ク、
派遣切り等

R2.3－
新型コロナ感染

拡大

〇 令和2年3月頃からの新型コロナの感染拡大の影響により、有効求人倍率が低下し完全失業率は上昇する動

きとなっているが、完全失業率は2％台、有効求人倍率は1倍台を維持しており、リーマンショック時等と比

較しても雇用に与える影響は比較的小さい。

（資料出所）総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」により作成、完全失業率及び有効求人倍率はともに季節調整値

完全失業率と有効求人倍率の推移

〇 雇用失業情勢は、宮崎県は令和3年1月以降から、全国的には令和4年に入ってから改善に転じている。

※1）「完全失業率」とは、「労働力人口」に占める「完全失業者」の割合をいい、「労働力人口」とは、15歳以上の人口のうち「就業者」と「完全失業者」を合わせた者をいう。

※2）「完全失業者」とは、仕事がなく調査期間中に1つも仕事をしなかったが、仕事があればすぐにでも就くことができ、求職活動を行ったり、求職活動の準備をしていたりしていた者をいう。
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１（２）宮崎県の雇用失業情勢（令和4年6月）

〇 宮崎県の雇用失業情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響が続いているものの、求人が求職を上回る状

況が継続しており、着実に改善が進んでいる。

●有効求人倍率の推移（宮崎）

・６月は1.45倍となり前月から0.05ポイント

上昇した。

新規求人数（原数値）:前年同月比14.4％増

:前々年同月比25.8％増

・コロナ禍以前では、人手不足が深刻となって

いたH31.1と同水準。

※過去最高1.53倍（H30.6）

※全国の有効求人倍率（季節調整値）

1.27倍（前月＋0.03P）
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〇 短期的には、求人も求職も増え続けているが、求人と比較して求職の伸びが鈍く一部の産業で人手不足感

が出てきている。
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１（３）宮崎県の産業別新規求人の動向

〇 産業別の新規求人数は、卸売業 ,小売業、生活関連サービス業 .娯楽業を除き、過去最高の有効求人倍率

（1.53倍）であった平成30年6月の水準を軒並み超えている状況。特に製造業と医療・福祉分野の人手不足

が深刻化している。
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１（４）宮崎県の雇用情勢の現状（まとめ）

・ 特に製造業と医療・福祉分野では、有効求人倍率が過去最高
（1.53倍）であった平成30年6月よりも新規求人数が多くなってお
り、コロナ禍前よりも人手不足が深刻化している。

《ポイント①》

・ 新型コロナの感染拡大（R2 .3～）は、有効求人倍率の低下と完
全失業率の上昇をもたらしたが、雇用への影響はリーマンショック
（H20 .8～）等と比較しても小さく収まっている。

《ポイント②》

・ 現状、求人及び求職ともに着実に改善し続けているが、求人と比
較して求職の伸びが遅く、労働市場に人手不足感が生じてきている。
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【 資 料 １ 】 産 業 雇 用 安 定 助 成 金

【 資 料 ２ 】 公 的 職 業 訓 練 の 全 体 像

【 資 料 ３ 】 求 職 者 支 援 制 度 の 概 要

【 資 料 ４ 】 若 者 支 援 の 充 実 （ 新 卒 応 援 ハ ロ ー ワ ー ク ）

【 資 料 ５ 】 新 規 学 卒 者 向 け 企 業 説 明 会 の 開 催

【 資 料 ６ 】 高 年 齢 者 向 け 専 門 窓 口 （ 生 涯 現 役 支 援 窓 口 ）

【 資 料 ７ 】 高 年 齢 者 雇 用 安 定 法 の 改 正 （ 高 年 齢 者 就 業 確 保 措 置 ）

【 資 料 ８ ｰ １ 】 人 へ の 投 資 の 促 進 （ 人 材 開 発 支 援 助 成 金 の 活 用 促 進 ）

【 資 料 ８ ｰ ２ 】 人 へ の 投 資 の 促 進 （ 人 材 開 発 支 援 助 成 金 の 活 用 促 進 ）

（1）宮崎県の労働力人口の動き

（2）休業者の増加要因とその影響

（3）県内人口の減少等に伴う影響

（4）人手不足の解消のために必要な対応

２．人手不足の要因と対応の現状



２（１）宮崎県の労働力人口の動き

〇 労働力人口は、リーマンショック前の平成19年以降、おおむね横ばいで推移している一方、非労働力人口

は年々減少傾向にある。人口減少による労働力人口の減少分については、学生や主婦、定年退職後の高年齢

者などの非労働力人口が新たに就労することで、労働力人口の全体数を維持している状況。
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⇒労働力人口が維持され、完全失業率についても低く抑えられている状況下で、人手不足（＝求職者数

の減少）が生じているのは、労働力人口を構成するもののうち、求職活動を積極的に行わないもの

（＝休業者）が増加し、求職者数の増加が抑えられている可能性が考えられる。

労働力人口と完全失業率の動向

（%）

（資料出所）総務省「労働力調査により作成

労働力調査の就業状態の区分

15歳以上人口

おもに仕事

通学のかたわらに仕事

家事などのかたわらに仕事

従業者

休業者

就業者

完全失業者

通学

家事

その他（高齢者）

労働力人口

非労働力人口

・労働力人口：15歳以上の人口のうち就業者と休業者を合わせたもの
・就 業 者：従業者（仕事をしているもの）と休業者を合わせたもの
・完全失業者：仕事をしていないがすぐに仕事に就くことが可能であり、求職活動かあ

るいは事業を始める準備をしていたもの
・完全失業率：労働力人口に占める完全失業者の割合

5



２（２）休業者の増加要因とその影響

〇 休業者の増加は、新型コロナウイルス感染拡大による企業の経済的な影響に対応するために、令和２年４

月から適用された雇用調整助成金（特例措置）の支給による影響が大きい。

〇 雇用調整助成金（特例措置）は、長引くコロナ禍の中で完全失業率の上昇を抑えることに劇的な効果が

あったが、一方で、繰り返しの制度利用により、企業の積極経営の抑制と制度依存を招いているとの指摘が

あり、このことが休業者が増加（＝在職者の求職活動の抑制）につながっている。

休業者の増加が労働市場に与えた影響雇用調整助成金（特例措置）の概要

＜概要＞

・事業主が労働者に休業手当を支払う場合にその一部

を助成する制度。

・現在の助成内容は、労働者１人１日あたり原則9,000
円（一定の要件を満たす場合15,000円）を上限とし

て助成。（※本年9月末まで適用される助成水準）

＜支給実績（令和4年7月末までの累計＞

・支給決定件数：35,842件、支給額：207.8億円

・宿泊業,飲食サービス業、製造業、運輸業,郵便業の3
業種で全体の支給額の7割弱を占める。

・直近月（7月）単月だけでも826件、約2.5億円の支給

実績がある。

・休業者の増加は、在職者の求職活動の抑制に直結し

ており、このことにより正常な労働市場の動きを停

滞させている可能性が考えられる。

・その他、休業期間の長期化は、労働者の就労に対す

るモチベーションの低下や職業能力の形成機会の喪

失を招いている可能性が指摘されている。
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〇 長期的には、首都圏や一部の大都市圏を除き、ほとんど地域で高齢化の進展に伴う人口減少が課題となっ

ているが、この他、当県では若者の県外流出による社会減が課題となっている。

２（３）県内人口の減少等に伴う影響

高校生の就職内定者に占める県内内定者の割合
（％）

（資料出所）文部科学省「学校基本調査」をもとに作成

（注１）R4.3卒の県内就職率は、学校基本調査の結果が公表されていないため、

宮崎労働局の公表資料による数値

（注２）宮崎の括弧内は県内内定者割合の全国順位

59.7(43) 59.7(43)
54.0(47) 55.8(46) 57.9(44)

60.5(45)
65.7

81 82 81.6 81.2 80.6 81.9

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0 宮崎 全国平均

参考：R4.3卒県内就職者数
高校卒 1,345人

・若者の県外流出による社会減がこれ以上進めば、企

業内で中間年齢層の空洞化が生じ、企業の生産性の

低下や積極経営の意欲低下を招くのではないかと

いった声が上がっている。
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（資料出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30

（2018）年推計）をもとに作成

宮崎県及び宮崎市の人口推計

・高齢化による人口減少（自然減）が進めば、長期的

には労働力人口の減少を招き、将来的な労働供給へ

の影響や企業の生産性の低下が懸念される。
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２（４）人手不足の解消のために必要な対応

＜短期的な課題＞

〇企業の雇用調整助成金への依存によ
る労働市場の停滞（休業者の増加）

↓↓
〇労働者の就労意欲の低下と職業能力

の形成機会の喪失

◎在籍型出向制度（産業雇用安定助成金）の普及促進
→労働市場の動きの正常化と雇用調整助成金からの脱却

◎求職者支援訓練など公的職業訓練の積極的な受講勧奨
→労働者の就業意欲の喚起と職業能力の形成機会の創出

対 応

◎若者の就労支援の充実、企業説明会・見学会の開催等
→若者・新規学卒者の県内就職率の向上

◎高年齢者向けの専門窓口（生涯現役支援窓口の設置、高年齢
者が就労しやすい環境の整備（就業確保措置の普及促進等）
→労働力人口の維持・確保（企業の生産性の維持・向上）

◎人への投資の促進（人材開発支援助成金の活用促進）
→労働者の能力開発による労働生産性の向上

対 応

＜長期的な課題＞

〇若者の県外流出に伴う企業の生産性
や積極経営の意欲の低下

〇人口減少による将来的な労働力人口
の減少と企業の生産性の低下

宮崎労働局のAct i on

宮崎労働局では人手不足の解消のため、県などの地方自治体や関係団体等と連携して以下の対応を実施。
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【資料１】産業雇用安定助成金
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【資料２】公的職業訓練の全体像

◇対象：ハローワークの求職者 主に雇用保険受給者

(無料（テキスト代等除く）)

◇訓練期間：概ね３月～２年

◇実施機関

○国（ポリテクセンター）
主にものづくり分野の高度な訓練を実施（金属加工科、住環境計画科等）

○都道府県（職業能力開発校）
地域の実情に応じた多様な訓練を実施（木工科、自動車整備科等）

○民間教育訓練機関等（都道府県からの委託）
事務系、介護系、情報系等モデルカリキュラムなどによる訓練を実施

離
職
者
向
け

◇対象：在職労働者（有料）

◇訓練期間：概ね2日～5日

◇実施機関：○国（ポリテクセンター・ポリテクカレッジ）

○都道府県（職業能力開発校）

◇対象：高等学校卒業者等（有料）

◇訓練期間：1年又は2年

◇実施機関：○国（ポリテクカレッジ）

○都道府県（職業能力開発校）

学
卒
者
向
け

在
職
者
向
け

公共職業訓練

障
害
者
向
け

◇対象：ハローワークの求職障害者（無料）

◇訓練期間：概ね３月～１年

◇実施機関： ○国（障害者職業能力開発校）

・(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構営

・都道府県営（国からの委託）

○都道府県（障害者職業能力開発校、職業能力開発校)

○民間教育訓練機関等（都道府県からの委託）

※受講期間中 基本手当＋受講手当
（500円／訓練日）＋通所手当＋寄宿
手当を支給

求職者支援訓練

◇実施機関

○民間教育訓練機関等（訓練コースごとに厚生労働大臣が認定）
＜基礎コース＞基礎的能力を習得する訓練

＜実践コース＞基礎的能力から実践的能力まで一括して習得する訓練

実践コースの主な訓練コース

介護系（介護福祉サービス科等）

情報系（ソフトウェアプログラマー養成科等）

医療事務系（医療・調剤事務科等）等

◇対象：ハローワークの求職者 主に雇用保険を受給できない方

(無料（テキスト代等除く）)

◇訓練期間： ２～６か月 ※受講期間中 受講手当（月10万円）＋通所手当
＋寄宿手当を支給（本人収入が月８万円以下等、
一定の要件を満たす場合）

※シフト制で働く方などを対象とする場合、より
短期間（２週間～）で設定可（時限措置）
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【資料３】求職者支援制度の概要
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【資料４】若者支援の充実（新卒応援ハローワーク）
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【資料５】新規学卒者向け企業説明会の開催

※令和４年8 月1日発行 広報誌「GOGO宮崎労働局（8月号）から抜粋
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【資料６】高年齢者向け専門窓口（生涯現役支援窓口）
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【資料７】高年齢者雇用安定法の改正（高年齢者就業確保措置）
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【資料８ｰ１】人への投資の促進（人材開発支援助成金の活用促進）

支給要件

宮崎労働局助成金センター

℡ 0985-62-3125

宮崎市大塚台西1-1-39
ハローワークプラザ宮崎内

問い合わせ先

・申請事業主が雇用保険適用事業所の事業主であること

・受講者（対象者）が申請事業所の雇用保険の被保険者であること

・訓練の目的・内容が対象者の職務に関係するものであること

・申請事業主が訓練期間中も対象者に適正に賃金を支払うこと

・申請事業主が受講料等の経費を負担すること

・訓練開始日の１か月前までに計画届を提出していること※2

※1

※1

※1 コースによっては、この要件を満たす必要がない場合があります ※2 建設労働者技能実習コースについては、登録教習機関等に委託して実施する場合、計画届の提出は不要です

※3 若年者とは、申請事業所の雇用保険被保険者となった日から5年を経過していない者であって、かつ35歳未満の労働者のことです

※

１.OFF-JT（外部の教育訓練機関に委託して行う訓練など通常の生産活動・業務から離れて行う訓練）を助成対象としているメニュー
事業主 雇用形態 コース名 助成の区分 訓練の目的・内容 訓練時間数 賃金助成 経費助成

情報通信業 or
DXに取り組む事
業主

正規
非正規

人への投資促
進コース

高度デジタル人材訓練 ITSSレベル３又は４となる訓練
大学での訓練

10時間以上 1時間あたり960円 受講料等の75％

全業種 成長分野等人材訓練 大学院での訓練
海外の大学院での訓練

1時間あたり960円
※海外の大学院はなし

全業種 正規 特定訓練コー
ス

労働生産性向上訓練 ポリテクセンターや中小企業大学校での訓練、
専門実践教育訓練、ITSSレベル2となる訓練、
喀痰吸引等研修 等

10時間以上 1時間あたり760円 45％

若年人材育成訓練 若年者 に対する訓練

熟練技能育成・継承訓練 認定職業訓練

一般訓練コー
ス

一般訓練 上記以外の訓練 20時間以上 1時間あたり380円 30％

全業種 非正規 特別育成
訓練コース

一般職業訓練 正社員に転換するため・処遇を改善するための
訓練

20時間以上 1時間あたり760円 正社員転換
有70％ 無60%

建設業 建設労働者
（正規/非正
規）

建設労働者技
能実習コース

技能実習 技能講習
特別教育
技術検定に関する講習 等

法定時間
1日あたり8,550円
or7,600円

75%or70%or45%事業所の被保険者数が21人未満・21人以上により

※3

※全て中小企業の場合の助成率・額 16



【資料８ｰ２】人への投資の促進（人材開発支援助成金の活用促進）

２.人材開発支援助成金にはOJT（通常の生産活動・業務を通して行う訓練）を助成対象としているコースがあります！

４.労働者が自発的に教育訓練を受ける際に、事業主が経費を補助するor休暇を与える場合の助成メニューもあります！

事業主 雇用形態 コース名 助成の区分 訓練の目的・内容・時間数 賃金助成 経費助成 OJT実施助成

情報通信業 or
DXに取り組む
事業主

正規 人への投資促進コース 情報技術分野
認定実習併用職業訓練

厚生労働大臣の認定を受けた訓練
訓練期間：6か月以上2年以下
総訓練時間数：1年あたり850時間以上
OJTの割合：2割以上8割以下
OFF-JT：事業外訓練に限る

1時間あたり760
円

受講料等の
60％

20万円（固定）

全業種 特定訓練コース 認定実習併用職業訓練 1時間あたり760
円

45％ 20万円（固定）

全業種 非正規 特別育成
訓練コース

有期実習型訓練 訓練期間：2か月以上6か月以下
総訓練時間数：6か月あたり425時間以上
OJTの割合：1割以上9割以下

1時間あたり760
円

正社員転換
有70％
無60%

10万円（固定）

３.令和4年度から人材開発支援助成金の全コースにおいてeラーニングや通信制による訓練を助成対象としました！
eラーニングによる訓練の中でも、定額制（サブスクリプション型）のサービスによる訓練は「人への投資促進コースの定額制訓練」で助成します！

コース名 助成の区分 就業規則等に規定する制度の内容 訓練時間数・適用日数 賃金助成 経費助成

人への投資促
進コース

自発的職業能
力開発訓練

・事業主の自発的な訓練の経費補助割合が2分の1以上である ・労働者が自発的に受講する訓練時間数が20時間以上である ー 事業主が負担した
経費の30％

教育訓練休暇
付与等コース

教育訓練休暇
制度

・3年間に5日以上の取得が可能な有給の教育訓練休暇制度
・日単位での取得が可能なもの

・3年間の計画期間の間に1人に5日以上取得させる（被保険
者数が100人未満の事業所の場合）
・計画期間の初日から1年ごとの期間内に1人以上の被保険者
が当該休暇を取得する

ー 30万円（固定）

教育訓練休暇
付与等コース
（人への投資
特例）

長期教育訓練
休暇制度

・所定労働日において30日以上の有給又は無給の長期教育訓
練休暇の取得が可能な制度
・休暇の取得は、日単位での取得のみ

・10日以上連続して取得する必要があり、そのうち1回は30
日以上連続して取得する
・連続して取得した休暇期間ごとに、教育訓練の期間が、当
該休暇の取得日数の2分の1以上である
・休暇取得開始日が計画期間内である

1日6,000円
※有給の休
暇に限る
※人数制限
が撤廃され
た

20万円（固定）
※新たに制度を導
入する場合に限る

教育訓練短時
間勤務等制度

・所定労働日において30回以上の所定労働時間の短縮及び所
定外労働時間の免除のいずれも利用可能なもの
・所定労働時間の短縮は、1日につき1時間以上所定労働時間
未満の範囲で1時間単位で措置できるもの

・同一の教育訓練機関が行う一連の15回以上の訓練を含むも
の
・3年間の計画期間内に、所定労働日において30回以上の所
定労働時間の短縮または所定外労働時間の免除の措置を行う

ー 20万円（固定）

※4 厚生労働大臣の認定を受けるためには、訓練開始日の2か月前までに、宮崎労働局助成金センターに実施計画認定申請書を提出する必要があります

※4

コース名 助成の区分 訓練の内容 訓練時間数 賃金助成 経費助成

人への投資促
進コース

定額制訓練 ・1訓練当たりの対象経費が明確でなく、同額で複数の訓練
を受けられるeラーニングで実施されるサービス
・インターネット上で広く国民にサービスを提供している訓
練機関・施設による訓練

・各支給対象労働者の受講時間数を合計した時間数が支給申
請時において10時間以上である
・受講を修了した教育訓練が一つの職務関連訓練でない

ー 45％

※4
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3．中小企業における賃金引き上げへの対応

（１）宮崎県最低賃金額及び前年度上昇率

（２）宮崎県最低賃金の改正決定に伴う付帯決議

（３）業務改善助成金

（４）業務改善助成金の都道府県別実績

（参考）【業務改善助成 金に 関す る事 例】



３（１）宮崎県最低賃金額及び前年度上昇率

出典元 宮崎労働局労働基準部賃金室
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平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

最低賃金 737円 762円 790円 793円 821円 853円

対前年度上昇額 23円 25円 28円 3円 28円 32円

対前年度上昇率 3.22％ 3.39％ 3.67％ 0.38％ 3.53％ 3.90％
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３（２）宮崎県最低賃金の改正決定に伴う付帯決議

【決議文】
• 中小企業・小規模事業者を取り巻く経営環境は、コロナ禍や原材料費等の高騰による先行きへの

不安、懸念が高まる状況の中で、安定した事業を継続し、雇用を維持できるよう最大限の配慮を
国に求めるとともに、宮崎県地方最低賃金審議会における審議の活性化を図るため、政府等にお
いて、早急な諸対策の実施・検討を行うよう宮崎県地方最低賃金審議会として全会一致で下記付
帯決議する。

【内容】
• 中小企業・小規模事業者が今後も継続して事業を行い、雇用の維持・確保ができるよう、「業務

改善助成金」をはじめとする各種支援策を更に強化すること。
• コロナ禍や原材料費等の高騰において直接間接を問わず影響を受けている中小企業・小規模事業

者に対しては特例措置として、賃金引上げ幅に見合った新たな直接的給付等支援策の創設を早急
に検討すること。

• 中小企業・小規模事業者が賃上げに伴い負担が増大する社会保険料及び税金の減免措置が受けら
れるような対策を検討すること。

• 地方最低賃金審議会が自主性を発揮し、地域の経済・雇用の実態を見極めたうえで、実質的な改
定審議が行うことができるよう、政府及び中央最低賃金審議会において、現行の目安制度の在り
方について早急に検討すること。

【宮崎地方最低賃金審議会】
• 公益代表委員５名、労働者代表委員５名、使用者代表委員５名 合計１５名で構成している
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３（３）業務改善助成金

【制度の概要】
• 業務改善助成金は、中小企業・小規模事業者の生産性向上を支援し、事業場内で最も低い賃金（事業場内最低

賃金）の引上げを図るための制度です。 生産性向上のための設備投資等（機械設備、コンサルティング導入や
人材育成・教育訓練）を行い、事業場内最低賃金を一定額以上引き上げた場合、その設備投資などにかかった
費用の一部を助成します。

通常コース

コース区分 引上げ額
引き上げる
労働者数

助成
上限額

助成対象事業場 助成率

30円コース 30円以上

１人 ３０万円

以下の２つの要件を
満たす事業場

・事業場内最低賃金と
地域別最低賃金の
差額が30円以内

・事業場規模100人以下

【事業場内最低賃金
900円未満】
４／５

生産性要件を
満たした場合は
９／１０

２～３人 ５０万円
４～６人 ７０万円
７人以上 １００万円
10人以上 １２０万円

45円コース 45円以上

１人 ４５万円
２～３人 ７０万円
４～６人 １００万円
７人以上 １５０万円
10人以上 １８０万円

60円コース 60円以上

１人 ６０万円
２～３人 ９０万円
４～６人 １５０万円
７人以上 ２３０万円
10人以上 ３００万円

90円コース 90円以上

１人 ９０万円
２～３人 １５０万円
４～６人 ２７０万円
７人以上 ４５０万円
10人以上 ６００万円

※申請期限：令和5年1月31日
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３（４）業務改善助成金の都道府県別実績

支給決定件数は、令和２年度から令和３年度にかけて２７件増加しているものの、決定件数としては、全国４０位となっている。

出典元：厚生労働省
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４．宮崎市の経済成長に向けた取組についてのご提案

（１）求職者支援訓練の受講者に対する支援の充実

（２）若者の地元就労の促進に向けた取組の充実

（３）賃金引上げに対応した中小企業支援



４（１）求職者支援訓練の受講者に対する支援の充実

〇 求職者支援訓練等を受講する場合において、ハローワークの支援指示（※1）を受けた求職者
の円滑な訓練実施に資するよう「職業訓練受講給付金」を支給する制度があるが、その支給額が
10万円程度（※2）と訓練期間中の生計を維持するには少なすぎる金額であることや、支給要件
（※3）厳格すぎて使いにくいという声があがっている。

※1）ハローワークの支援指示は主に雇用保険受給資格のない者が訓練受講をする場合に行うもの。

※2）職業訓練受講給付金は、①職業訓練受講手当：月額10万円、②通所手当：実費（上限有）、③寄宿手当（月額10,700円）

※3）給付金の支給要件（（＊）は令和5年3月までの特例）①本人収入が月８万円以下〔シフト制で働く方などは月12万円以下（＊）〕、②世帯

全体の収入が月40万円以下（＊）、③現在住んでいるところ以外に土地・建物を所有していない、④訓練の8割以上に出席する（＊）（病

気や仕事など以外の理由で訓練を欠席した場合、給付金を日割りで支給）、⑤世帯の中で同時にこの給付金を受給して訓練を受けている者

がいない、⑥過去３年以内に、偽りその他不正行為により、特定の給付金の支給を受けていない

現 状

就業意欲の喚起と職業能力開発を促進させ、人手不足分野や成長分野への労働移動を促進

〇 宮崎市に居住している者であって、

① 「職業訓練受講給付金」の支給を受けながら求職者支援訓練を受講する者には、当該受講
期間に応じて奨励金（月額5万円程度）を支給する⇒不足する生計費用を補填

② 支給要件を満たすことができず、給付金の支給を受けずに求職者支援訓練を受講する者に
は、国の給付金と市の奨励金を合わせた額（15万円）を支給する⇒厳しい支給要件をカバー

提 案
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４（２）若者の地元就労の促進に向けた取組の充実

〇 現在、宮崎市と労働局は雇用対策協定（平成28年11月16日締結）に基づき、『若者応援プロ
ジェクト』を進めることにより若者の県内就職促進の取組を進めているが、取組結果が十分とは
言えない状況。

現 状

（取組状況）

・20doアプリインストール数（累計）：目標15,000人（R2～R6）に対して実績3464人（R3.12時点）

・R4.3卒の県内就職内定率：目標R7.3卒で65.0％（高校）,53.3％（大学）に対して、実績65.7％（高校）,46.5％（大学）

〇 若者の都市部への転出を防ぐことは本質的な意味で困難。このため、現状での県内就職を促
進させる取組は継続しつつ、都市部へ転出した若者が、また地元宮崎市に戻ってきてもらえる
よう、宮崎市とのつながりを途切れさせないような仕組みを構築することが、県内就職促進と
同レベルで重要と考える。

〇 つながりを持たせるツールとして『20doアプリ』の活用が有効と考えられるため、まずは、
より多くの若者に対して20doアプリのインストールをしてもらえるよう積極的な広報活動を行
うとともに、例えば、ハローワークの雇用関係情報等を掲載する等、アプリにおけるコンテン
ツの充実等が考えられる。

提 案
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４（３）賃金引上げに対応した中小企業支援

〇 業務改善助成金は、生産性向上のための設備投資等を行い、事業場内最低賃金を一定額以上
引き上げた場合、その設備投資などにかかった費用の一部を助成する制度であり、ここ数年の最
低賃金の段階的な引き上げに対応する支援策として活用されているところ。

○ 今後においても、当面の間、段階的な最低賃金の引き上げが続くことが見込まれ、より一層
の金銭的な支援を求める声がある。

○ 宮崎県内において、事業場内最低賃金が883円（853円＋30円）を超える場合、要件に該当し
ないことから、業務改善助成金の支給実績が伸び悩んでいる。

現 状

〇 業務改善助成金の支給対象となった事業場を対象として、賃金を引き上げる労働者数に応じた
奨励金を支給する制度の創設。

○ 市内の中小企業・小規模事業場において、事業場内最低賃金が883円を超える中小企業・小規
模事業所においても、生産性向上のための設備投資を行い、事業上内最低賃金の引き上げが認め
られる場合、同様の助成制度を創設。

中小企業の賃金引き上げの負担感を軽減しつつ、設備投資を促進させ企業の生産性を向上

提 案
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